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(表 1) 育児院の設立動向 (明治29年～同39年)
年次 ｢ 育 児 院 名





















































第 2条 前条ノ通知ヲ受ケタル トキ-感化院長-入院命令書ヲ査閲シクル後入院セシムベシ
第 3粂 府県二於テ感化院ヲ設置セントスル トキ-其ノ位程名称其ノ他必要ナル規則ヲ定メ内務大臣ノ
認可ヲ受クベシ
第 4粂 感化院ニ-地方長官ノ是ムル所二依 り院長其ノ他必要ナル職員ヲ置ク






























38年 (1905)には,相沢託児園 (横浜)や新城町保育所 (山形)が設立され,39年(1906)











































































































盲人教育会を設立し,上田地区の常念寺において,医師金子直射を生理衛生 ･解 剖 な どの
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講師として招き,週に1度の講習会を開始した｡さらに32年 (1899)からは上田尋常小学校
長秋野太郎を点字の読み書き,一般教養等の講師として迎えて,講習会を充実させた｡金子
直射は,上田盲人教育会の経営安定のため,32年 (1899)11月,上田地区の慈善家に呼びか
けて,上田慈善会を結成したのである,これを機会に,上田盲人教育会は,33年(1900)1月
上田慈善会として再発足するのであるが,慈善家の寄付のみに資金をたより,公費の補助の
一切ないところから経営難とな り,34年 (1901)に,その事業は中止されたのであった｡し
かし,上田地区の盲人教育に対する熱意は依然として高く,明治43年(1910)に長野市盲人教
育所卒業の森田佐登志らが,小学校の一部を借用し,上田錨按講習所を開設し,盲人教育を
展開するのであったO同所は45年 (1912)に私立訓盲学校と発展し,さらに大正15年(1926)
に,同校は市-移管され上田市立盲唖学校と発展したのである｡明治30年 (1897)に上田地
区の盲人等が自らの手で細々と始めた盲人教育の実践が,中止されることがあったが,市立
L卜､
盲唖学校-と発展したのである｡本誌前号において述べたように,障害者に対する厳しい社
会情勢のなかで,盲人自らが奮起し,盲人教育機関を創設したことは大いに注 目され てよ
い｡これは,今日の障害者教育,福祉を考える上でも,我々に示唆を与えるものである｡
一方,長野市において,明治33年 (190)3月,長野尋常小学校訓導鷲沢八重吉等が長野
尋常小学校内に私立長野盲人教育所を開設した｡しかし,資金不足からその経営は非常にき
びしいものであった.34年 (1901)から長野市より200円の補助金が交付されたが,同所 の
年間必要経費400円の半額に過ぎず,依然として,経営難が続いたのである｡この年 よ り,
長野盲人教育所は私立長野盲人学校と改称された｡35年 (1902)には,同校の経営の窮状を
救うため,長野楽善会が結成されたのである｡これを機会に,長野盲人学校の設立主体は長
野楽善会となったのである｡さらに,36年 (1903)には,長野尋常小学校内に長野畦人教育
所が開設されたが,39年 (1906)に長野盲人学校と長野唖人教育所が合併し長野盲唖学校と
発展したのである｡同校は大正13年 (1924)に長野市立盲唖学校となり,さらに,昭和8年
(19)
(1933)に県に移管され,長野県立盲唖学校と発展したのである｡
こうして,長野県内には明治20年代末から同30年代はじめにかけて3ヶ所の盲人教育機関
が創設され,後にそれらが市や県に移管されていくのであった｡
(次号につづく)
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